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第３章 海業振興関連施設整備 

3-1  総  論 

 

海業とは、海や漁村の地域資源の価値や魅力を活用する事業であって、

国内外からの多様なニーズに応えることにより、地域のにぎわいや所得と

雇用を生み出すことが期待されるものをいい、海業振興関連施設はそのよ

うな取組に必要な施設である。 

 

（解  説） 

3-1-1 海業振興関連施設とは 

海業とは、海や漁村の地域資源の価値や魅力を活用する事業であって、国内

外からの多様なニーズに応えることにより、地域のにぎわいや所得と雇用を生

み出すことが期待されるものをいい、漁村の人口減少や高齢化等、地域の活力

が低下する中で、地域資源と既存の漁港施設を最大限に活用し、水産業と相互

に補完し合う産業である海業を育成し、根付かせることによって、地域の所得

と雇用の機会の確保を目指している。1) 

地域における海業の取組の内容としては、漁村ならではの新鮮な魚介類や地

域の食材を使った料理や郷土料理の提供、鮮魚や加工品の販売、漁村の旅館や

漁家が経営する漁家民宿等での宿泊、マリンスポーツや海釣り等の海洋性レク

リエーション、地引網や魚さばき体験等の体験実施等が考えられる。 

この参考図書における海業振興関連施設とは、「漁村計画」における“目指

すべき漁村の将来像・姿”の実現に向けた対象地域の海業振興の方針に基づき

実施される、上記のような海業の取組に必要な施設である。 

 

3-1-2 海業振興関連施設の種類 

海業振興関連施設の種類とその概要は以下のとおりである。 

⑴ 飲食施設 

レストランやカフェ等の屋内施設、バーベキュー場等の屋外施設等 

⑵ 直販施設 

対面販売施設、無人販売施設等 

⑶ 宿泊施設 

漁家民宿、コテージ・貸別荘等の一棟貸し施設、合宿施設、ゲストハウス、

キャンプ場等の宿泊及び滞在するための施設 

⑷ 海洋性レクリエーション施設・遊漁船業施設 

海洋性レクリエーション施設（ダイビング、シュノーケリング、サーフィ

ン、カヤック、カヌー、SUP（スタンドアップパドルボード）等の海洋性レク
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リエーションを提供する施設）、釣り・遊漁船業施設（釣り掘、釣り場、遊漁

船業を営むための施設等）、プレジャーボートの係留施設や艇庫等 

⑸ 体験施設 

総合オリエンテーション・窓口施設（集会所、研修室等）、屋内型の体験実

施施設（調理施設、加工施設、工作施設等） 

⑹ その他 

魚介類の付加価値化、販路拡大を図るための施設等 

 

3-1-3 海業振興関連施設の運営に当たっての留意点 

⑴ 集落住民及び漁業者との調整 

海業振興関連施設の運営に当たっては、集落住民の生活環境や漁業者の漁

業活動への配慮のため、集落住民及び漁業者との様々な調整が必要となる。 

例えば、集落のまちなみを散策する体験ツアーを提供する場合、ツアーに

参加するために集落を訪れる来訪者は集落の住民にとっては見知らぬ人であ

り、自宅の周辺を来訪者が多く通行することで不安を覚える住民がいること

も考えられる。そのため、ツアー時の話し声等が住民の生活に支障にならな

いことや、プライバシーの侵害に留意すること、公共施設、歴史的施設、商

業施設や住民の財産（家など）等への侵害や損害がないように等、集落住民

と協議の上、適切なルールやマナーを設けることが必要である。2) 

また、地域資源の価値や魅力を生み出す根幹となる漁業活動に関しては、

海業において荷さばき所等の漁港施設や漁港の泊地及び漁場等の水域を利用

する場合には、漁業活動との時間的、時期的、空間的な利用調整や、資源保

護の観点による保護水面や造成藻場・干潟他整備漁場、幼稚仔魚育成場等の

使用禁止等の調整やルール作りが必要である。 

⑵ 海業以外の地域のにぎわい創出に関わる事業者との調整 

海業に期待される地域のにぎわいや所得と雇用の創出の効果の十分な発揮

には、「漁村構想」及び「漁村基本計画」のように地域全体の海業振興のあり

かたについて検討して策定した方針に基づいて体系的に施設整備を行う他に、

地域全体に経済が波及するようなシステムの構築の検討も重要である。例え

ば、宿泊施設において設備や人員の問題から食事の提供ができない場合には、

宿泊客に集落の飲食店を紹介することで食事の提供機能を任せることや、海

洋性レクリエーション施設や体験施設において雨天等で予定していた体験プ

ログラムが実施できない場合の対応として、地域の歴史・文化・伝統等に関

する観光施設へ案内することや、屋内での体験を提供可能な事業者に対し、

代替プログラムを提供してもらうことを予め調整しておくこと等が考えられ

る。 
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このように、海業以外の取組も含む地域のにぎわい創出に関わる様々な事

業者と連携することにより、海業の取組自体が円滑化するほか、地域全体の

活性化に資する取組となる。 

 

3-2 調  査 

 

海業振興関連施設の整備に当たり、⑴地域資源の状況、⑵集落内外のニ

ーズ、⑶活用可能な既存ストックについて調査する。 

 

（解  説） 

3-2-1 調査の内容 

海業振興関連施設の整備に当たっての主な調査内容は以下のとおりである。 

なお、海業の実施に当たっては、施設整備によりハードを整えるほかに、ビ

ジョン・事業計画の策定、運営体制の確立、プログラムの開発・造成、広報等

のソフトの整備に係る検討が必要であるが、2)ここでは割愛する。 

⑴ 地域資源の状況に係る調査 

海業において活用可能な地域資源の種類には、新鮮な魚介類に代表され

る食、海や漁村ならではの体験及びレクリエーション、漁村の空間及び文

化、自然環境の景観等が考えられる。なお、地域資源は日頃から存在して

いるが、それが特徴的であることや、地域外の人にとって価値があること

に、地域の人たちが気づいていない場合があることに留意する。 

⑵ 集落内外のニーズに対する調査 

海業の事業内容と、整備する施設の種類や規模、機能を検討するに当た

っては、集落内外のニーズを把握することが重要である。 

特に、集落外のニーズについては、顧客（来訪者）が集落を訪れる目的

によってニーズが異なることに留意する。顧客に応じて受入れ体制を構築

し、適切な機能を持った施設整備を行い、適当な宿泊・体験プログラムを

提供しなければ顧客の満足は得られないし、集客が期待できない。2)そのた

め、対象とする顧客を明確にすることが重要である。また、施設の規模を

検討するため、入込客数についても目安を立てておくことが必要である。 

⑶ 活用可能な既存ストックに係る調査 

海業振興関連施設の整備には、新設のほかに遊休施設を改修して活用す

る方法がある。全国の漁村には、低利用化した漁港施設や廃校、古民家を

含む空き家を宿泊施設や体験施設、飲食施設として活用している事例が見

られる。3)このような、海業振興関連施設として活用可能な既存ストックに

ついて調査する。 
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表 3-1 調査の内容と方法（その 1） 

    調     査     内     容 調 査 方 法 

⑴ 地域

資源の状

況に係る

調査 

① 食に関する地域資源の状況 4) 

地域ならではの魚介類、塩干物や練り物及

び調味料等の水産加工品、家庭料理や伝統料

理等の食文化等について調査する。 

・既存調査結果 

・聞取調査 

・現地観察調査等  

② 海や漁村ならではのレクリエーショ

ン、体験に関する地域資源の状況 4) 

ダイビング、サーフィン、カヌー、SUP 等

の海洋性レクリエーション、釣り、遊漁船

業、漁業体験、自然観察体験、食・伝統文化

体験、環境学習、防災学習等の実施、提供可

能なレクリエーションや体験プログラムの種

類、実施場所等について調査する。 

・既存調査結果 

・聞取調査 

・現地観察調査等     

③ 漁村の空間、文化に関する地域資源の

状況 4) 

まちなみや漁港での作業風景等の漁村なら

ではの生活や生業によって生み出される空

間、祭事や行事及び伝統芸能等の文化につい

て調査する。 

・既存調査結果 

・聞取調査 

・現地観察調査等 

④ 自然環境・景観に関する状況 4) 

名勝、景勝地等の自然環境や景観について

調査する。 

・既存調査結果 

・聞取調査 

・現地観察調査等 

⑵ 集落

内外のニ

ーズに対

する調査 

① 集落内のニーズに関する調査 

海業の実施に当たり、現在営んでいる、あ

るいは今後の実施を検討している海業の内容

と、現在なくて必要とする、あるいは欲しい

施設、あっても十分でない施設について、事

業主体（漁業者、漁協、DMO、NPO 等が想定さ

れる）の要求を調査する。 

・アンケート調査 

・個別聞取調査 

・懇談会形式の聞

取調査等 

② 来訪者のニーズに関する調査 

集落への来訪者は、その目的に応じ、教育

旅行（中高生の修学旅行客）、一般旅行（団

体、個人・家族）、企業研修や学生の合宿、

外国人訪日旅行等に分類される。2) 

集落における海業の対象と想定する顧客に

おけるニーズ（食べたい・買いたいモノ、集

落での過ごし方の希望、利便性や満足度を向

上させるために必要なハード・ソフト等）、

入込客数の目安について調査する。 

・アンケート調査 

・モニターツア

ー、試験営業等 
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表 3-2 調査の内容と方法（その 2） 

調     査     内     容 調 査 方 法 

⑶ 活用

可能な既

存ストッ

クに係る

調査 

海業振興関連施設の整備に当たり、活用が

考えられる既存ストック（古民家を含む空き

家や空き地、低利用化した公共・公益施設や

漁港施設、廃校、漁業者の住宅等）につい

て、その種類、分布、活用の可能性について

調査する。 

・既存資料調査 

・聞取調査等 

 

 

3-3 計  画 

 

調査の結果を元に、海業の取組内容や入込客数の想定を踏まえ、必要な

施設の種類、配置、規模等について計画する。 

 

（解  説） 

3-3-1 計画の方針 

⑴ 計画の流れ 

海業の取組の参考として、渚泊における事業計画の検討の流れをみると、

「渚泊推進取組参考書（水産庁）」2)において、具体的な取組内容の設定、経

費配分、収支計画の策定等の流れは次のとおり記載されている。2) 

ⅰ．地域資源を洗い出し、利用可能な形に磨き上げ、宿泊・体験プログラ

ムの開発・造成や食事のメニューの開発を行う。 

ⅱ．既存施設の調査を行い、その結果に基づいて空き家や古民家の改修や

新たな施設整備を行う。 

ⅲ．プログラム等の内容、利用施設が決まり、プログラム等の広報や問合

せ・予約窓口の設置や一元化などの受入体制づくり、情報発信や営

業・誘致活動などの広報を行う。 

このうち、ⅱの施設整備についての計画の流れは、宿泊施設を例に、次の

ように示されている（一部抜粋）。2) 

① 新たに確保する宿泊施設については、ビジョンや目標値を踏まえてゲ

ストハウスや個室、あるいは一棟貸しなど顧客ニーズに対応した部屋

の利用・提供の方法と収容客数を決める。 

② 整備方法については、空き家や廃校など既存の施設の改修で整備する

か、あるいは新設するか、利用可能な建物物件や土地物件について機

能面・利便性、概算費用等を勘案して決める。 

③ 部屋の利用・提供の方法、収容人員、建物または土地の物件が決まれ
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ば、建物の基本設計、詳細設計を行う。 

海業においても、取組内容が決まらないことには必要な施設を検討するこ

とができないため、渚泊の場合と同様に、まずは地域資源をどのように活用

するのかを検討した上で、施設整備の検討を行うことが妥当であると考えら

える。 

また、施設整備の計画については、①の施設の機能や規模を決めるに当た

り検討すべき項目は施設の種類によって異なるが、②及び③の計画の流れは

共通である。ただし、施設の種類によって関連する法規制が異なることに留

意が必要である。3-3-2 以降では、施設の種類ごとに、機能や規模を決める

に当たり検討すべき項目について示す。 

なお、以降に記載する施設の整備や営業等に係る法令については、主要な

法令及びその内容を抜粋したものを示しているため、記載している法令の詳

細及びその他の関連する法令については、実務担当者が確認を行うことが必

要である。 

また、海業に取り組む際に関連する国等の施策については、水産庁のホー

ムページにおいて公表されている「海業支援パッケージ（令和 4 年度版）」5)

が参考となる。 

 

⑵ 既存ストックを活用した施設整備についての留意点 

「3-2-1 調査の内容」においても述べたとおり、海業振興関連施設の整備

に当たっては、新設のほかに、古民家を含む空き家、低利用化した公共・公

益施設や漁港施設、廃校、漁業者の住宅、低未利用地等の既存ストックを改

修して整備する方法がある。その際の留意点を以下に述べる。 

①建築物の建築確認申請について 

建築物の増改築を行う際や建築物の用途の変更を行う際には、建築基準法

（第 6条、第 87条）に基づき建築確認申請が必要となる場合がある。 

②建物の耐震性について6) 

昭和 56 年以前に建築された建物は、建築基準法に定める耐震基準が強化さ

れる前の、いわゆる「旧耐震基準」によって建築され、耐震性が不十分なも

のが多く存在する。そのため、昭和 56 年以前に建築された既存ストックを活

用する場合には、まずは、耐震診断を実施し、建物の耐震性を把握すること

が重要である。そして、耐震診断の結果、耐震性が不十分であった場合は、

耐震改修や建替えを検討することが必要となる。 

③集落内の低未利用地の集約・再編について 

集落内の低未利用となっている土地を活用して海業振興関連施設を整備す

ることは、地域の価値向上の観点からも有効である。しかし、低未利用地を
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活用して施設整備を図る際に、それぞれの低未利用地が、面積が小さい、集

落内に点在している、土地の形状が不整形等により使い勝手が悪く、単独で

有効活用することが難しい場合がある。7)また、想定する施設規模に見合っ

た規模の低未利用地が存在しても、道路の整備状況等から集客に不向きな場

所にあることや、漁港や住宅地との位置関係によって産業や住民の生活と観

光客の動線が輻輳し双方に支障を来す恐れがある場合もある。 

このような場合には、低未利用地を集約し、周辺の土地を含めて再編を行

った上で施設を整備することや、周辺道路の拡幅や歩道の整備等の利便性の

向上を図る整備を合わせて実施することも考えられる。 

これにより、集落内に点在する空き地等の解消や土地利用の混在を解消す

ると同時に、まちなかの賑わいの核となる集客力の高い空間を創出すること

ができる。7) 

このような土地の再編の調査・計画については、「2-2-4 土地利用高度化

再編整備」が参考となる。 

④漁港施設の占用・貸付による利用について8) 

漁港の区域内の水域または公共空地の一部を占用して施設を設置する場合

は、漁港漁場整備法第 39 条第 1 項～3 項に基づき漁港管理者の許可を、また、

漁港管理者が管理する漁港施設（水域施設を除く。）を占用して施設を設置等

する場合は漁港管理条例に基づき漁港管理者の許可を受ける必要がある。 

また、漁港漁場整備法第 37条の 2及び漁港漁場整備法施行規則第 11条の 2

～第 11 条の 9 に基づき、民間事業者の申請に基づき漁港管理者が認定した当

該民間事業者が、漁獲物の処理、保蔵及び加工の用に供する施設等の運営の

事業を行い、水産物の衛生管理の方法の改善、流通に係る業務の効率化等を

図る場合には、行政財産である漁港施設の貸し付けが可能となっている。 

なお、漁港施設の有効活用の促進を図るため、漁港施設の占用や貸付けに

よる利用に関し、占用許可の期間の延長、貸付けの対象となる特定漁港施設

の種類の追加、貸付けの対象となる漁港の取扱水産物の数量の引き下げ、漁

港施設用地への補助金返還の緩和措置適用といった規制緩和が平成 31 年４月

に行われている。 
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図 3-1 漁港施設の有効活用の促進に係る規制緩和 

出典：「漁港施設の有効活用ガイドブック（水産庁）」8) 

(https://www.jfa.maff.go.jp/j/press/keikaku/attach/pdf/210803-1.pdf) 

 

漁港施設の既存ストックを有効活用した海業振興関連施設の整備に当たっ

ては、「漁港施設の有効活用ガイドブック（水産庁）」8)が参考となる。 

 

3-2-2 飲食施設 

漁港漁村への来訪の目的は、地域の新鮮でおいしい魚やその土地ならではの

料理を食べることである場合が多い。飲食施設を整備し、地域で地魚が食べら

れる場所を持つことは、その地域に対して都市住民の関心を向け、「行ってみ

たい」と来訪につながることが期待できる。4) 

飲食施設の形態には、レストランやカフェのような屋内施設の他に、客席を

持たないテイクアウト専門店や配食専門店、バーベキュー場のような屋外施設

や屋根付きの半屋外施設等が考えられる。 

飲食施設の整備において施設の機能や規模を決定するに当たっては、提供す

る食のメニュー、施設の形態（レストラン・カフェ、テイクアウト、屋外施設

等）、入込客数等を検討することが重要である。 

また、増大するインバウンド需要に対応するための機能として、キャッシュ

レス環境の整備、Wi-Fi 環境の整備、多言語対策、トイレの洋式化等のストレ
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スフリーな環境の整備 9)も重要である。 

なお、施設整備に係る関連法規として、食品衛生法に基づく施設基準につい

ては食品衛生法施行規則別表第 19 及び第 20 を確認する必要がある。消防法に

基づく消火設備については消防法施行令第 10 条～20 条、また、警報設備につ

いては同令第 21 条～第 24 条、避難設備については同令 25 条及び 26 条、消防

用水については同令第 27 条、消火活動上必要な施設については同令第 28 条～

第 29条の 3を確認する必要がある。 

そして、営業に係る関連法規として、食品衛生法第 55条に基づき、食事の提

供に際しては「飲食店営業許可申請」が必要となる。さらに、同法第 50条に基

づき、HACCP に沿った衛生管理を行うことが義務化されていることに留意が必

要である。 

 

3-3-3 直販施設 

消費者の消費形態や水産物の流通の変化を背景に、普段量販店等の店頭にな

らぶ水産物は特定の魚種に偏り、我が国周辺で漁獲される多種多様な水産物が

消費者に届きにくい状況である。直販施設では、地域ならではの鮮魚や加工商

品を購入できることが、来訪者を呼び込む魅力となる。4) 

直販の取組は、販売の形態から店舗販売と通信販売に大別される。また、店

舗販売においても、常設の施設と青空市やお祭り等のイベント時に営業する非

常設の施設がある。 

このうち、店舗販売における常設施設の整備に当たり、施設の機能や規模を

決定するには、販売形態（無人販売、対面販売）、販売商品（種類や品数）、商

品の陳列方法、入込客数等を検討することが重要である。また、飲食施設と同

様に、増大するインバウンド需要に対応するための機能として、キャッシュレ

ス環境の整備、多言語対策 9)も重要である。 

なお、店舗を設け、鮮魚介類（冷凍したものを含む。）を販売する営業（魚

介類を生きているまま販売する営業、鮮魚介類を専ら容器包装に入れられた状

態で仕入れ、そのままの状態で販売する営業及び魚介類競り売り業を除く。）

は、食品衛生法施行令第 35条における魚介類販売業に該当する。そのため、施

設整備に係る関連法規として、食品衛生法に基づく施設基準については食品衛

生法施行規則別表第 19及び第 20を確認する必要がある。さらに、同法第 50条

に基づき、HACCP に沿った衛生管理を行うことが義務化されていることに留意

が必要である。 

 

3-3-4 宿泊施設 

法律に基づく宿泊施設の営業区分には、旅館業法（第 2 条）における「旅
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館・ホテル営業」、「簡易宿所営業」、「下宿営業」と、住宅宿泊事業法（民泊新

法）における「住宅宿泊事業」がある。民宿は、このうちの「簡易宿所営業」

の許可を受けた施設である。 

また、農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律（農山

漁村余暇法）において、施設を設けて人を宿泊させ、農林水産省令で定める農

山漁村滞在型余暇活動に必要な役務を提供する営業を「農林漁業体験民宿業」

と定義している。農山漁村滞在型余暇活動に必要な役務とは、①漁ろうまたは

水産動植物の養殖の体験の指導、②水産物の加工または調理の体験の指導、③

地域の漁業または漁村生活及び文化に関する知識の付与、④漁場の案内、⑤漁

村滞在型余暇活動のために利用されることを目的とする施設を利用させる役務、

⑥前各号に掲げる役務の提供のあっせんである。10)農林漁業体験民宿について

は、その経営を安定的なものにし、開業しやすい環境を整備するため、特区制

度の活用をはじめ様々な規制緩和が図られている。 

 
図 3-2 農林漁業体験民宿に係る規制緩和 

出典：農林水産省 HP「農家民宿関係の規制緩和」11) 

(https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/attach/pdf/170203-3.pdf） 

 

宿泊施設の整備において施設の機能や規模を決定するに当たっては、部屋の

利用・提供の方法（ゲストハウスや個室、あるいは一棟貸し等）と収容客数を

検討することが重要である。2) 
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また、飲食施設と同様に、増大するインバウンド需要に対応するための機能

として、キャッシュレス環境の整備、Wi-Fi 環境の整備、多言語対策、トイレ

の洋式化等のストレスフリーな環境の整備 9)も重要である。 

その他、新型コロナウイルス感染症の流行や、テレワーク等による働き方の

多様化を踏まえ、リゾート地・温泉地等で余暇を楽しみつつ仕事を行う旅行ス

タイルである「ワーケーション」が注目されている。4)ワーケーションのニー

ズに対応するための機能として、Wi-Fi 環境の整備の他、机や椅子、アクリル

板等のオフィス環境の整備 9)も重要である。 

なお、建築基準法に基づき、農林漁家が居住し、農林漁家民宿として利用す

る建物の規模が 2 階以下、かつ床面積 200 ㎡未満の場合にあっては、一般の戸

建住宅と同一基準で農家民宿を設置することができる。ただし、農林漁家民宿

としての床面積が 200 ㎡以上になる場合は、建築基準法の「旅館」としての各

種基準（表 3-3）に適合することが求められる。10)また、消防法において、農

林漁家民宿部分の面積が建物全体に占める割合及び面積によって、必要となる

消防用設備等が異なることに留意が必要である（図 3-3）。10)宿泊施設に係る法

規制の詳細については、「グリーンツーリズム農林漁家民宿開業・運営の手引

き（農林水産省）」10)等が参考となる。 
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表 3-3 建築基準法上の宿泊施設としての主な基準 

 

出典：「グリーンツーリズム農林漁家民宿開業・運営の手引き（農林水産省）」10) 

(https://ntour.jp/koryuproject/img/pdf/tebiki.pdf) 
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図 3-3 消防法上必要な主な措置基準 

出典：「グリーンツーリズム農林漁家民宿開業・運営の手引き（農林水産省）」10) 

(https://ntour.jp/koryuproject/img/pdf/tebiki.pdf) 

 

3-3-5 海洋性レクリエーション施設・遊漁船業施設、体験施設 

海洋性レクリエーションには、ダイビングやシュノーケリングのように泳ぐ

もの、サーフィンやボディボードのように海岸に発生する波を使うもの、カヌ

ーやカヤックのように人力を使った船で行うもの、釣り、プレジャーボート等

の様々な種類がある。このうち、釣りについては、釣り掘や釣り場の運営とい

った事業形態の他に、遊漁船業がある。遊漁船業とは、海面あるいは農林水産

大臣が定める水面で船舶により利用客を漁場に案内し、釣りなどの方法で利用

客に水産動植物を採捕させる事業であり、いわゆる釣船（船宿）、磯・瀬渡し、

潮干狩り渡し、いかだ渡し、カセ釣り等が該当する。12）なお、漁業体験として
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利用客に水産動植物の採捕をさせる場合にも、遊漁船業に該当する。12） 

また、体験プログラムには、対象者や志向の違いによって、レジャーとして

の要素が強いものと、教育・学習に資するもの（体験学習）があり、具体的に

は、漁業体験（地曳網体験、定置網見学、岩のり採取体験、市場セリ見学等）、

自然観察体験（ホエールウォッチング、ドルフィンウォッチング、バードウォ

ッチング）、食・伝統文化体験（魚おろし体験、干物作り等）、環境学習（海岸

清掃等）、防災学習（震災遺構見学、津波避難タワー見学、避難訓練等）等が

ある。 

海洋性レクリエーション施設・遊漁船業施設、体験施設の整備において施設

の機能や規模を決定するに当たっては、そのプログラムの内容、施設に必要な

機能（オリエンテーション等を行う集会機能、受付や総合案内等の窓口機能、

体験プログラム実施に必要な基本的な機能のほか、シャワーや更衣室等の顧客

の利便性及び満足度の向上に資する設備についても考慮が必要である）、概ね

の収容人員を決めることが重要である。 

整備する場所については、海洋性レクリエーション施設・遊漁船業施設、体

験施設は海の近くに立地する方が利便性は高いため、漁港施設の既存ストック

を有効活用して漁港区域内に施設を整備する場合も多いと考えられる。その際

には、「3-3-1 計画の方針」において述べた留意点のほか、整備箇所における

インフラの整備状況（上下水道の整備状況や、陸電施設の使用の可否等）につ

いても確認する必要がある。 

なお、遊漁船業施設等において、民間事業者が漁港等の陸域、水域の占有許

可を得て事業者自らが桟橋等の施設を整備し、運営することが考えられる。そ

の場合には、利用者の安全性の確保の観点から、安全面、構造面について行政

指導に則った整備が求められる。 

また、遊漁船業の営業に係る関連法規として、遊漁船業の適正化に関する法

律の第 3 条に基づき、その営業所ごとに、その所在地を管轄する都道府県知事

の登録を受けなければならない。その他、遊漁船業者に対する義務付けについ

ては、「遊漁船を利用する皆様へ（水産庁）」12）等を確認する必要がある。 

 

3-3-6 その他 

魚介類の付加価値化や販路拡大の手法としては、急速凍結技術の導入や蓄養

餌の改良による肉質改善等の水産物の品質向上、シャーベット氷及び殺菌冷海

水の使用や HACCP 対応等の衛生管理対策、低未利用魚の活用や消費者ニーズに

合わせた水産加工品の商品開発等 13)が考えられる。 

このような取組に係る施設整備の計画については、「第１章 水産業振興関

連施設整備」が参考となる。 
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3-4 維 持 管 理 

 

海業振興関連施設の所要の機能が維持されるよう、定常的に適切な管理

を行うことが必要である。 

 

（解  説） 

3-4-1 基本的な考え方 

「第１章 水産業振興関連施設 1-4 維持管理 1-4-1 建築基準法との関

係性」において述べたとおり、建築基準法第 8 条では建築物全般に対して、常

時適法な状態に維持する努力義務が定められている。この内、特定建築物（建

築基準法 6条１項一号及び建築基準法施行令 16条）に関しては、建築基準法第

12 条において、有資格者が建築物等の経年劣化の状況を定期的に調査・点検し、

その結果を報告する義務が定められている（定期報告制度）。14) 

海業振興関連施設については、定期報告が必要となる建築物の対象用途とし

て飲食施設、直販施設、宿泊施設が該当するため（図 3-4）、対象用途の位置・

規模によっては、定期報告の対象となることに留意が必要である。15)定期報告

制度の概要は図 3-5 に示すとおりであるが、詳細については施設が立地する特

定行政庁（建築主事を置く地方公共団体）に確認する必要がある。 

その他の施設については、建築基準法第 12条の対象には含まれていないが、

第 8 条に定められている所有者の自主的な自己点検が必要になる。14)なお、図

3-4 で示した建築物、建築設備等、準用工作物以外でも、特定行政庁が指定す

るものは報告対象となるため、確認が必要である。 
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図 3-4 定期報告の対象となる建築物・昇降機・防火設備 

出典：国土交通省 HP 「新たな定期報告制度の施行について」15)

（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_tk_00

0039.html） 
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図 3-5 定期報告制度の概要 

出典：「建築基準法制度概要集（国土交通省）」16) 

(https://www.mlit.go.jp/common/001215161.pdf) 

 

3-4-2 維持管理作業 

施設の日常的な管理は、経年的な施設の劣化や異常、地震等による偶発的な

施設の変状等を早期に把握し、海業振興関連施設の所要の機能を発揮させる対

策を適切なタイミングで施すために重要な行為である。このため、施設の管理

者等は定期的に適切な日常管理を行わなければならない。なお、通常の管理を

超える規模の対策が必要であると考えられる場合には、専門技術者の技術判断

を仰ぐものとする。 14) 

維持管理作業は、保守点検と清掃に区別される。 

1. 保守点検 

日常点検と定期点検、及び臨時点検がある。 

日常点検は比較的短い周期で管理者等が自ら点検を行い、主に施設の異常や

変状の有無を部材・設備単位に行うものである。14) 

定期点検は、機能保全計画を策定済の施設については、機能保全計画策定時

に行った機能診断評価結果のその後の劣化状況の評価を行い、施設の機能に及

ぼす影響を判断するものである。これは機能診断調査時に使用した現地調査表
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を用い、原則として技術的知見を持つ技術者が行う。14)機能保全計画を策定し

ていない施設においても、機械設備や電気設備等について、技術的知見を持つ

技術者による定期的な点検を受けることが望ましい。 

臨時点検は、災害等が発生した後に施設の損傷や変状の有無を確認するため

に行う。14) 

2. 清掃 

海業振興関連施設においては、施設の機能の維持や安全衛生の保持の他に、

来訪者へのホスピタリティ（おもてなし）としての清潔性が求められる。清掃

が行き届き、徹底して清潔であることそのものがホスピタリティ商品となる。
17)海業振興関連施設における清掃の留意点については、「農林漁家民宿おもてな

しハンドブック（平成 24年度作成）（（一財）都市農山漁村交流活性化機構）」
17)等が参考となる。 

 

 

3-5 参考事例 
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